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幸福度指標を巡る国内外の動向に関するサーベイ
１．はじめに1 )
　幸福度指標を政策評価に導入しようとする動きが広がっている。「国民総幸福量（GNH）」
を政策判断の基準として活用しているブータンをはじめとして、近年では、日本、フラン
ス、英国、アメリカ、ドイツ、フィンランド、オーストラリア、タイ、メキシコなどの多
くの国で幸福度を導入しようとする動きがみられる。また、OECD等の国際機関が幸福
度指標作成に向けた検討を進めるなど各国が連携しながら取り組む動きもみられる。
　こうした動きは中央政府や国際機関に限らない。わが国では数多くの地方自治体で幸福
度の導入に向けた取り組みが進められている。地方自治体の取り組み実態に関しては、辻
（2010）、枝廣・角田・高瀬（2012）などが詳しいが、都道府県、政令指定都市及び県庁所
在市等を中心とした101自治体を対象にアンケート調査を行った枝廣・角田・高瀬（2012）
によると、地域独自の幸福度指標の構築に向けた具体的な取り組みを行っている地方自治
体は、少なくとも22自治体存在することが明らかになっている。また、総合計画等の政策
目標に幸福度や真の豊かさ指標等を盛り込んでいる地方自治体については調査対象101自
治体の約4分の1を占める25自治体にのぼることも明らかになっている。
　このように幸福度指標の重要性は高まりつつあるが、その取組み動向を系統的に整理し
た先行研究はあまりみられない。そこで本稿では、幸福度指標を巡る国内外のこれまでの
動向について概観する。
本稿は、筆者がみずほ総合研究所に在籍していた際に得た知識や経験を基に新たな知見を加えて執
筆したものである。こうした知識や経験を与えてくれた同社に感謝したい。もちろん、ありうべき
誤謬は全て筆者の責に帰するものである。
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２．真の豊かさ指標の系譜
　そもそも、なぜ政策評価に幸福度指標の導入が検討されているのか。これには、先進国
を中心に従来の生産者重視から生活者の視点に立った政策運営への転換が求められている
ことが背景にある。辻・眞鍋・大塚（2009）で言及されているとおり、これまで、わが国
をはじめとした多くの先進国では経済発展や国際競争力の向上を優先し、経済成長のエン
ジンである産業（生産者）の育成・発展に注力してきた歴史がある。その結果、目覚しい
経済発展を遂げることができたが、その反面、労働環境や生活環境面等において様々な問
題が表出するなど生活者に負担を強いてきた。こうした背景から各国は徐々に生活者の視
点も重視した政策スタンスに移行しつつある。生活者重視の観点で有効な施策を検討する
ためには、その効果を検証する方法も合わせて考える必要がある。効果を測る指標として
は、GDPに代わる生活者の目線に立ったわかりやすい政策評価指標が必要であるが、こ
うした背景のもとで近年注目されているのが幸福度指標である。
　もっとも、GDPやGNPでは国民生活の真の豊かさを測ることができないのではないか
との批判は古くからある。わが国においても幸福度に類似する指標や社会の豊かさを測る
指標の検討は今日まで何度も繰り返されてきた。周知のとおり、わが国は1968年にGNP
が世界第２位となったが、この頃から公害などの社会問題が注目されるようになる。こう
した社会背景のもとで1971年1月に朝日新聞から『くたばれGNP』と銘うたれた１冊の本
が出版されたが、その言葉は、たちまち流行語になり国民の多くが真の豊かさについて考
えるきっかけになった。高度経済成長が終焉したこの頃からGDPやGNPに代わる真の豊
かさ指標を検討する動きが始まったといえるだろう。
　世界的には、国際連合やOECDなどの国際機関で多大な研究蓄積があるが、わが国では、
政府・中央官庁、地方自治体で様々な指標が作成されてきた。また、官公庁だけでなく、様々
な研究機関が指標作成の検討を行っている。わが国の政府・中央官庁が取り組んできた指
標作成の動きについては、伊藤（2004）が詳しい。以下では同研究を基に、その動向を概
観する。
　まず、高度経済成長期が終焉した1974年に「社会指標（SI）　」が作成された。これは、
国民生活審議会によって初めて公表された豊かさ指標であり、後続の指標の基礎をなして
いる。同指標の報告書である国民生活審議会調査部会編『社会指標 よりよい暮らしへの
物さし』のまえがきには、社会指標（SI）とは、「国民の福祉の状態を非貨幣的な指標を
中心として、体系的、総合的に測定しようとするもの」と定義されている。
　次いで、1986年には、「国民生活指標（NSI）3 )」が作成されている。同指標は、福祉水
準の測定を主目的とした社会指標（SI）とは異なり、課題発見を目的として指標の作成が
試みられた。同指標は、生活領域別指標、関心領域別指標、主観的意識指標の３つの指標
国民生活審議会調査部会編（1974）
国民生活審議会総合政策部会調査委員会編（1986）
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群で構成されているが、生活領域別指標において時系列指標や国際比較指標を取り入れて
いる点に特徴がある。しかし、この指標は個人を中心とする国民生活の現状や実感を必ず
しも十分に把握していないとの批判が挙がった。また、構造が非常に複雑であり理解する
だけで大変な労力を要し、その割に得るものが少ないのではないかとの批判も挙がった。
　こうした反省から、1991年7月に第13次国民生活審議会が総合政策部会に調査委員会を
設置し新指標の検討が行われた。その検討の成果として、1992年5月に「新国民生活指標
（PLI）4 )」が公表された。同指標の特徴は次のとおりである。まず、生活指標が個人の視
点にたって統一的に整理され８つの活動領域で分類されている。また、各活動領域での生
活水準を「安全・安心」、「公正」、「自由」、「快適」の４つの評価軸から重層的に測れるよ
うにした。さらに、構造変化指標として「高齢化」、「国際化」、「集中化」、「情報・サービ
ス化」、「クリーン化」の５つの領域を設定し、個人の生活を取り巻く構造変化の動きにつ
いても把握することが試みられた。このほか、NSIで採用されていた全国ベースでの時系
列集計に加え、豊かさ指標として初めて地域別の試算を行ったことは画期的であった。し
かし、地域別の試算に対しては、実態を反映していないとする批判が都道府県担当課など
から数多く寄せられるなど物議を醸した。例えば、生活の便利さや就業選択の機会の多さ
など、都会における集積のメリットが十分に考慮されていないことや、都道府県別にみる
と千葉県、埼玉県の居住者の多くは東京都心のアメニティ施設をよく利用しているにも関
わらず、同指標では県境を超えた日々の生活実態が十分に考慮されないなどの問題点が指
摘された。また、地域別の差を偏差値で表現していたが、バラツキがほとんどみられなか
った地域別指標についても偏差値化することで格差感を助長するような表現になっていた
とする指摘も挙がっていた。こうした批判が各方面から相次いだため、同指標の公表は
2000年で中断されている。
　近年では、2002年に国民生活審議会総合企画部会のもとに「暮らし指数検討委員会」が
設置され、「暮らしの改革指数（LRI）5 )」が作成されている。LRIは、小泉政権の「構造
改革の進展を評価する」ことを目的とした指標である。このため、従来の豊かさ指標のよ
うに、生活全般の状態の把握を目指す指標とは性質が異なると考えるべきである。LRIで
は、構造改革の諸施策のうち暮らしに関係のある施策について整理し、これらを評価する
ための指標が作成されている。同指数は、前述の「新国民生活指標（PLI）」をベースに
作成されており、活動領域別のPLIを総合化し「豊かさ総合指数」として公表している。
しかし、具体的な政策の評価を目的として作成されているためか、選択された指標は伸び
やすいものが多く、政策が有効に実現しているようにみせる意図も含まれていたのではな
いかとの指摘もある。例えば、「情報や人の流れが活発な社会」を目指す中で「ITによる
便利さの享受」を推進する施策の評価指標として、「インターネット世帯利用率」が選択
されていたが、この指標のみで純粋な施策の効果を測定できるかどうかは疑問の余地があ
ろう。
　以上のように、わが国では、これまでも繰り返し様々な形の豊かさ指標が検討されてき
経済企画庁国民生活局編（1992）
国民生活審議会総合企画部会編（2002）
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た。国民の福祉水準の向上は社会経済政策の究極的な目的であり、国民の福祉水準の測定
について、その意義を否定する人はいないだろう。しかし、長年取り組まれた試みの中で、
いくつかの課題も明らかになりつつある。
　まず、これまでの豊かさ指標は客観データに基づく個別指標を集計し総合化することで
構築されるケースが多かったが、この場合、作成者の恣意性を排除することが不可能であ
る。その結果、多方面から批判を受けただけでなく、新国民生活指標（PLI）のように廃
止に追い込まれるものがあった。また、国民生活に関連する事柄は複雑多岐にわたるが、
これを広範に指標化しようとすると必然的に指標体系が複雑になる。この場合、指標の精
緻化はしやすくなるものの国民にとって直感的に分かりにくくなるため、政策評価指標と
しては不適切であるといわざるを得ない。暮らしの改革指数（LRI）では意図的に政策効
果が高まっているようにみせかけているとの批判があったが、指標体系が複雑化すると、
こうした余地が生まれやすい。豊かさ指標は、なるべくシンプルなものが望ましいと考え
られよう。
３．幸福度に関する各国政府及び国際機関等の取組み
　こうした背景のもと、わが国では、これまでにない新たな豊かさ指標として「幸福度」
に対する関心が高まっており、近年、政策検討に活用することを目指した取組みが進めら
れている。まず、政府が2009年12月にまとめた新成長戦略の基本方針で国民の幸福度を
表す新たな経済指標を開発することを表明した。それに基づき内閣府が幸福度に関する調
査6
)
を実施し、2010年4月にその結果を公表している。また、同年5月の経済協力開発機構
（OECD）閣僚理事会においては、「幸福度」に関する日本の取組み内容を説明するととも
に世界共通の幸福度指標の作成を各国に呼びかけた。その結果、2012年をめどにOECD
で計測方法を検討している。さらに、同年６月には「新成長戦略～「元気な日本」復活の
シナリオ～」が閣議決定されたが、同戦略には今後において幸福度指標に関する研究を進
め、関連統計の整備と充実を図ることが明記されている。
　こうした動きを受け、内閣府に幸福度に関する研究会が設置され、国民の「幸福度」を
測る新しい指標の原案を作成している。指標づくりの方向性が完全に定まったわけではな
いが客観的指標と主観的幸福度指標の双方をうまく活用した形で指標のモデル作りが検討
された。
　もっとも、幸福度を政策評価に活用しようとする動きは日本政府だけではない。世界各
国の政府に広がっている。幸福度といえば、「国民総幸福量（GNH）」を政策判断の基準
として活用しているブータンが有名であるが、近年では、フランス、英国などの先進国で
も幸福度を導入しようとする動きがみられる。
　そもそも、政府レベルの幸福度導入に関する動きは、ブータン第４代国王のジグミ・シ
ンゲ・ワンチュクが1976年の非同盟諸国首脳会議で「GDPより大事な指標としてGNH（国
内閣府「国民生活選好度調査（平成 21 年度）」6 )
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民総幸福量）を取り入れる」と発言し、世界各国に注目されたことがきっかけになってい
る。世界各国が高い経済成長を達成することに躍起になっていた時代に経済成長至上主義
を批判するかのような表明は鮮烈であった。先進国の多くは、経済発展の代償として公害
やコミュニティの崩壊などの問題に直面し始め、経済成長一辺倒の考え方に疑問を持ち始
める人が徐々に増え始めた頃であったため、以後、多くの関心を呼んだ。同国では、単に
政策理念を表明しただけではない。1999年にはブータン研究センターを設立し、GNHの
研究を現在も積極的に進めている。
　ブータンのように一国の政策理念の支柱として検討されたわけではないが、同じ頃に国
民の主観的な判断を社会の豊かさを測る指標として活用する動きが、オランダと韓国で始
まっている。まず、オランダでは、1974年から経済成長とは異なる視点で社会の発展状
況を把握することを目的とした指標の検討が行われている。生活状況指標（Life
Situation Index）として公表されている指標であるが、主観的指標としては社会的孤立指
標として1997年から加えられている。同指標は社会政策に活用することを念頭において
おり特に社会的不利益を防ぐことに主眼を置いて開発されている。
　韓国においても1975年頃から社会の豊かさを測定する「社会指標」の研究が始まり、開
発が進んでいる。同指標の主な構成要素としては、平均寿命、学生の平均身長、主要都市
のオゾン汚染度、障害者の義務雇用状況、インターネットショッピングの経験、映画の上
映本数・観客数など多岐にわたり、GDPなどの経済指標では捉えきれない視点で社会の
豊かさを測る試みが進められている。同指標は13分野487指標からなる複雑な構造である
が、この中に主観的指標として満足度が加えられている点が興味深い。
　このように、ブータンやオランダ、韓国の先進的な試みは30年以上前から始まっていた
が、先進国の取り組みが活発になり始めたのは近年になってからである。まず、フランス
では、2008年にサルコジ政権が「経済パフォーマンスと社会進歩の指標に関する委員会」
(CMEPSP）を発足させ、GDPに代わる新たな指標のあり方を検討した。同委員会はノー
ベル経済学賞を受賞したコロンビア大学のジョセフ・スティグリッツ教授やハーバード大
学のアマルティア・セン教授を始めとした世界各国の著名な研究者25名で構成され、当時
大きな話題を呼んだ。同委員会がまとめた報告書7
)
は2009年9月に公表されたが、サルコ
ジ大統領はこれに従ってGDPに幸福度を加味することを提唱している。
　英国では、2010年11月にキャメロン首相が、「GDPだけでなく幸福度にも関心を払う時
代」であるとの認識を示した上で幸福度調査を定期的に実施する方針を固めている。国家
統計局（ONS）が主体的に整備する形で、対人関係や仕事などの生活面でどのくらい満足
しているかを国民に質問し、全国の幸福度に関する指標を確立することを目指すようだ。
　また、中国でも幸福度を巡る取組みが存在する。2011年3月に行われた全人代8
)
では、
その開幕式で「改革・開放は人民の幸福への道だ」と温家宝首相が強調するなど、GDP
Report of the commission on the measurement of economic performance et sochial progress
(www.stiglitz-sen-fitoussi.fr)
全人代とは、全国人民代表大会の略称。中華人民共和国の一院制議会であるが、全人代は、憲法上
の国家最高権力機関および立法機関として位置づけられている。
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の成長目標を下げてでも国民生活の豊かさを追求するとした姿勢を示した。こうした動
きを受けて地方政府がこぞって幸福指数の向上を政策目標に掲げた。例えば、重慶市で
は同市の５カ年計画で市民の「幸福感」を国内で最も高い地区の一つにすることを政策
目標として明記した。また、広東省も５カ年計画で「人民の生活を改善し幸福な広東を
建設するのが目標」と強調している。北京市においても「人民に幸福な生活を送らせる」
ことを目標に盛り込んだ。経済格差問題の深刻化が懸念されている同国においては、こ
うした動きはさらに広がりをみせる可能性が高い。このほかにも、アメリカやドイツ、
フィンランド、オーストラリア、タイ、メキシコなど多くの国で検討が進められており、
世界的なブームといっても過言ではない状況である。
　国際機関による取り組みが本格化したのも近年になってからである。まず、2007年6月
のOECD世界フォーラムをきっかけに、OECDを事務局とした社会進歩の計測に関する
グローバルプロジェクトを立上げている。同フォーラムでは、OECD、国連、国連環境
計画などの代表が共同でイスタンブール宣言を行い、あらゆるコミュニティが21世紀に
おける「進歩（progress）」の意味を自問するよう奨励することを提言している。また、
2009年10月の韓国・釜山で開催されたOECD世界フォーラムでは、李明博・韓国大統領、
チュルク・スロベニア大統領、スティグリッツ教授など2000名の識者が出席し、社会的
課題解決とバランスを取った新たな「進歩」の概念とその把握の重要性について問題意
識を共有している。さらに、2010年5月のOECD閣僚理事会では、OECD事務総長が
2011 ～12年のOECD事業計画において「社会進歩及び幸福度の測定」を優先事業にする
との指示を出している9
)
。こうした動きを受け、2011年には世界各地のOECD地域フォ
ーラムで検討が進められた10
)
。また、2012年には、OECD世界フォーラムがインドで開
催されたが、ここで、OECDなどの諸機関で実施されている作業の成果及び教訓を共有し、
具体的指標化へのはずみにすることを目的とした議論が行われた。
４．自治体にも広がる幸福度に関する取組み
　こうした動きは国際機関や政府レベルにとどまらない。海外では中国の地方政府に幸
福度の活用の動きがあることは先に示したとおりであるが、わが国においても数多くの
地方自治体で幸福度に関する取組みが行われている。国内の先進事例としては、荒川区
の取組みが広く知られている11
)
が、同様の動きは全国の市区町村や政令指定都市、都道
このほか、2009 年 9 月の G20 ピッツバーグサミット首脳宣言においては、「「強固で持続可能かつ
均衡ある成長のための枠組み」のテーマのもと、新しく持続可能な成長の実施にコミットし、その
計測方法の作業を奨励」という文言を明記している。また、2010 年 6 月には G8 ムスコカ・サミッ
ト首脳宣言においても関連する発言がなされ、「回復が確実になる中で，我々は，生まれつつある
希望と楽観主義を，人々の幸福の向上及び効果的な評価により大きな注意を払いつつ，より安全，
公平，包括的かつ持続可能な社会を世界的に構築することにつなげなければならないという重要な
岐路にある。」とされた。
メキシコ、アラブ首長国連邦などが開催地となっている。
9 )
10)
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府県に広がりつつある。以下では、各地方自治体の公表資料等を基に幸福度に関する取組
み動向をサーベイする。
４－１　市区町村の取組み
　まず、東京都荒川区の先駆的な取組みについて概観する。同区では、2007年3月に「荒
川区基本構想」を策定したが、真の豊かさにつながる区民の幸福度の向上こそが区政の役
割であるという基本的な考え方のもと、「幸福実感都市あらかわ」をビジョンとして掲げ
ている。物質的な豊かさや経済効率だけでなく、心の豊かさや人とのつながりを大切にし、
区民が幸福を実感できる街を目指している。
　こうした政策理念のもと、同区では「荒川区民総幸福度（GAH（グロス・アラカワ・
ハッピネス））」という尺度を区政に取り入れようとしている。すでに、区政世論調査にお
いて平成19年度から毎年、区民の幸福感に関する調査を実施している。例えば、平成21
年度の第34回荒川区政世論調査結果では、「居住と生活環境」や「区政への関心と要望」
に加えて、「GAH（荒川区民総幸福度）」や「子どもの幸福度」に関する項目をアンケー
ト調査票に反映している。この結果によると、荒川区民の７割以上が幸福であると感じて
いる12
)
。
　加えて、2009年10月には荒川区自治総合研究所を設置し、「荒川区民総幸福度（GAH（グ
ロス・アラカワ・ハッピネス））」に関する研究を進めている。ここでは、区政世論調査の
分析、区民の幸福感の分析、幸福論の研究を深めるとともに、荒川区の地域特性を勘案し
た上で荒川区民の幸福を支援する政策・施策・計画・システムの研究・開発に取り組んで
いる。荒川区の将来を展望し、従来の枠に捉われない新たな発想で研究を進めている。「荒
川区民総幸福度（GAH）に関する研究」だけでなく、「子どもの貧困・社会排除問題の研究」
や「荒川区政における業務遂行評価管理（PAM）のあり方とモティベーション改善に関
する研究」などの研究も行うなど、多方面で先駆的な研究に取り組んでいる。「荒川区民
総幸福度（GAH）に関する研究」においては、指標化に向けた検討が行われており、開
所以来、頻繁に研究会とワーキンググループを行っている。
　他の市区町村の取組みも活発である。まず、荒川区に倣った動きとして大阪府柏原市が
市民の総幸福度（GKH（グロス・カシワラ・ハピネス））を高めていくことをまちづくり
の政策理念として掲げている。柏原市では、こうした考えを具体化するため、まちづくり
戦略会議にワーキンググループを設置し、GKHをどの様にして市政に反映させていくか
について検討している。将来的には「安心・安全」、「健康」、「子育て・教育」、「環境」な
どを柱とする幸福度指標を定め、市民幸福度の向上を目指すとしている。
　島根県海土町では、第四次海士町総合振興計画として『島の幸福論』をとりまとめてい
る。同計画の表紙は、日本産業デザイン振興会のグッドデザイン賞2010年度のグッドデ
辻・眞鍋・大塚（2009）などを参照
同調査結果によると、「あなたは幸せだと思いますか」との質問に対して。「やや思う」（42.8％）
が最も高く、これに「大いに思う」（30.5％）を加えた『思う』（73.3％）は７割以上を占めていた。
他方で、「あまり思わない」と「思わない」の合計は 7.1％にとどまっていた。
11)
12)
 辻　　　隆　司
ザイン賞を獲得したことで耳目を集めたが、幸福感に関する客観指標を定義するなど、内
容においても先進的な取組みを行っている。今後10年をかけて島ならではの幸せのあり方
を追求し、住民一人ひとりが幸福を実感できる社会（「幸せを実感できる島」）を目指して
いる。
　また、千葉県柏市では、「みんなでつくる　安心、希望、支え合いのまち　柏」を将来
都市ビジョンとして掲げ、『柏市第四次総合計画』に基づいて、まちづくりを進めている。
上位計画である同総合計画と千葉県が策定した『柏都市計画区域の整備開発及び保全の方
針』のもと、都市計画マスタープランを2009年にとりまとめたが、同プランの総合的な
成果指標として「住みよさ市民満足度（幸福度）」を採用している。同プランにおいては、
進捗管理の段階において、①都市機能（暮らし）、②都市基盤（資本）、③地球環境（自然）、
④地域核（拠点）、⑤地域力（人と社会）の分野別の計画で数値目標を設定し、進捗度を
評価する仕組みとなっているが、これらを包括するトータル指標として、「住みよさ市民
満足度（幸福度）」を活用している。柏市の幸福度指標の特徴は、幸福感を直接市民に質
問する主観的幸福度とは若干異なり、市民意識調査で把握する「住みよさ」と「永住の意
思」に関する調査結果をもって全体的な市民満足度（幸福度）を表す指標に位置づけてい
る。
　このように柏市の取組みは総合計画レベルではなく、より具体的な個別計画で幸福度が
活用されている事例であるが、類似の事例としては福井県福井市がある。同市も総合計画
などの上位計画ではなく個別計画である地域福祉計画において幸福度を活用している。上
位計画である第五次福井市総合計画「21世紀を拓くふくい創造プラン」のもとで作成され
た地域福祉計画では、「だれもが夢をもち、安心して暮らせる幸福（しあわせ）な福井市
をつくる」ことをスローガンとし、基本理念として福井市民一人ひとりが「幸福（しあわ
せ）」になることを目指している。同計画では、基本理念を達成する上で「思いやり・支
えあいの心の育成」、「社会資源の有効活用」、「特徴を生かした役割分担」の３つの大目標
を設定している。また、大目標のうちの「思いやり・支えあいの心の育成」については、
これを達成する上での小目標の一つとして「いつまでも夢や希望をもって快適に暮らせる
環境づくり」が設定されている。この小目標の数値目標として幸福度を活用している（幸
福感に関するアンケート結果から評価目標が設定されている）。
　このように、総合計画などの上位計画で活用する事例や、都市計画マスタープランや地
域福祉計画などの個別的な計画に活用する事例があるなど、市町村における「幸福度」の
導入は様々な形がある。今後も多様な活用事例が現れるかもしれない。
　このほかにも多くの市区町村で「幸福度」に関する取組みがみられる。例えば、岡山県
瀬戸内市では、同市のまちづくり指針となる第２次総合計画（2011～21年度）策定に向け、
市長が「人と自然が織りなす『幸福実感都市』瀬戸内」を将来像とする素案を諮問してい
る。栃木県太田原市では、2007年3月に大田原市総合計画として『新大田原レインボープ
ラン～住む人が輝き、来る人がやすらぐ、幸せ度の高いまち～』（基本構想は平成19年～
平成28年まで）をまとめている。さらに、三重県大紀町では、2008年9月に大紀町総合計
画として、『みんながいきいき、海・山・川を活かす、幸福（しあわせ）まちづくり　大
紀町総合計画』（計画期間　平成20年度から平成29年度）をまとめている。宮城県富谷町
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も『富谷町総合計画～幸せを実感でき笑顔、輝くあったかい富谷～』を策定している。
　ただし、これらの計画の多くはスローガンにとどまっており、具体的な目標設定にお
いて幸福度を活用しているわけではない。地域住民の幸福度の向上を目指すという政策
理念を明確に掲げることは、これまでにない新しい発想に基づくものであり、取組み自
体は進歩的といえるが、先に示した荒川区や柏原市、海士町、柏市、福井市などの事例は、
「幸福度」を政策評価指標として実際に活用することを試みる先進的な取組みであり、導
入レベルにおいて大きな差があると考えるべきであろう。
　なお、最近の動きとしては、2013年6 月に全国52の基礎自治体からなる住民の幸福実感
向上を目指す基礎自治体連合（通称「幸せリーグ」）が設立されている13
)
。同連合では、「住
民の幸福の追求という共通の使命のもと、志を同じくする基礎自治体が相互に学び合い、
高め合いながら、各自治体の行政運営に活かしていくことを通じて、だれもが幸福を実
感できるあたたかい地域社会を築いていくこと」を目的としている。こうした動きを通
じて、幸福度を巡る自治体の取り組みは、試行錯誤しながらもさらに広がっていくこと
が予想される。
４－２　都道府県・政令指定都市の取組み
　他方で、都道府県・政令指定都市の事例をみても市区町村と同様に様々な取り組みが
みられる。まず、熊本県では、県政運営の基本方針として県民総幸福量の最大化を目指
している。平成20年に「くまもとの夢４カ年戦略」を策定（平成23年までの県政運営の
基本方針）したが、同戦略では、稼げる県をめざす「経済上昇くまもと」、長寿を恐れな
い社会をめざす「長寿安心くまもと」、誇りと愛着の持てる「品格あるくまもと」、夢の
ある教育などの「人が輝くくまもと」の４つの分野の政策に取り組むことで、県民総幸
福量の最大化を目指すとしている。こうした理念のもと、同県内では、「くまもと幸福量
研究会」を立ち上げ、県民幸福量の指標化に向けた検討が平成22年10月から進められて
いる。５回にわたる研究会での議論の成果として、平成23年7月に県民の幸福量を測る総
合指標の「県民総幸福量（AKH:Aggregate Kumamoto Happiness）」を提唱している。
また、県民総幸福量（AKH）の補助的指標として「笑いの数」による幸福度指標の「SI:
Smile Index」もあわせて提唱している。具体的な指標案を作成している点で都道府県の
取組みの中では先進的であるとともに、「SI:Smile Index」など、ユニークな取組みも展
開している。
　また、京都府も知事のマニュフェストである「しあわせ実感 希望の京都をつくる」を
ベースに取り組みが進められている。2009年3月には「府民満足最大化プラン」がまとめ
られたが、これに従い府民ニーズを的確に踏まえた目標を設定し、それを「京都指標」
として公開した上で地域主権時代にふさわしい府政を推進するとしている。熊本県と同
様に、県政運営の基本方針を評価する指標として活用する事例である。
　秋田県では、2010年3月に「ふるさと秋田元気創造プラン」を策定したが、知事の巻頭
同連合の会長は荒川区の西川区長である。13)
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言で生活の幸福感（グロス・ハピネス）の高い地域を実現していくことを理念として掲げ
ている。同年9月に公表された県民意識調査では、すでに県民幸福度に関する調査が行わ
れるなど先駆的な取り組みが行われている。同調査では「とても幸せ」を10点、「とても
不幸」を0点として県民幸福度が把握されておりシンプルな結果を得ている。同時に、幸
福感の判断基準（将来への期待・不安、理想とのギャップ、過去の自分との比較、他人
との比較等）や判断項目（家計、健康、友人関係等）を把握している。幸福度調査は、個々
の政策課題に対する県民の満足度や政策等の進み具合を把握するとともに、調査結果を
より有効活用するための一環として初めて実施された。
　また、福岡県においても、「幸福度」に関する取組みが進められている。2011年の統一
地方選挙で「県民幸福度日本一」を掲げて新しい知事14
)
が当選したが、その実現に向け、
2011年6月には早くも政策などを助言する有識者会議の「幸福度に関する研究会」の初会
合を開催している。また、同県では、「幸福」を感じる要素や幸福かどうかについて県民
の意識を聞くアンケート調査を2011年から毎年実施している。分析結果を政策に反映す
る意向を示すなど、知事の肝いりで積極的に取り組まれている点で熊本県や京都府に続
く動きである。
　このほかにも多くの都道府県で「幸福度」に関する取組みが進められている。例えば、
三重県では、2004年に県政のめざすべき将来像とその実現に向けた道筋を示した総合計
画として「県民しあわせプラン」を策定するなど、比較的古くから住民の幸福感を政策
理念の柱にして取り組んでいる。同計画では、「みえけん愛を育む”しあわせ創造県”」
を基本理念に、県民一人ひとりが“しあわせ”を築いていくための土台となる社会づく
りを進め、県民が主役となる県政をめざしている15
)
。また、みえ県民意識調査の中で「幸
福感」を10点満点で把握する調査を2012年と2013年に実施している。
　静岡県では、新しい総合計画の『富国有徳の理想郷“ふじのくに”のグランドデザイン』
（平成23年2月）に基本構想の柱の一つとして、県民幸福度の最大化に向けた重点取組み施
策が盛り込まれている。「家・庭一体の住まいづくり」、「観光交流人口の倍増」、「出生率
の向上」、「地域医療の再生」、「創造力を生む「学びの舞台」の展開」、「新たな産業のフ
ロンティア開拓」の６つの項目を掲げ、県民幸福度の最大化を目指すようである。
　政令指定都市のさいたま市においても「しあわせ倍増プラン2009」を打ち出し、市民
の幸福感の向上を市政運営の最優先事項に位置づけている。平成21年5月のさいたま市長
選挙において、市長が市民に示したマニュフェストである「さいたま市民しあわせ倍増
計画」を市の計画として位置付けたことがきっかけとなっている。「しあわせ倍増プラン
2009」は、「さいたま市民しあわせ倍増計画」のアクションプランの位置づけとなっている。
ただし、これらの計画の多くは、スローガンにとどまっている。具体的な目標設定にお
いて幸福度を活用しているわけではない点で、熊本県や京都府、福岡県、三重県などと
比べると取り組み度合いに違いがみられる。
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三重県「県民しあわせプラン」では、“しあわせ”の定義を、「県民一人ひとりが、まわりの人びと
との絆を大切にしながら、より心が満ち足りた状態になっていくこと」としている
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　他方で、「幸福度」の概念を越えたより発展的な動きもみられる。福井県を中心に開発
が進められている「ふるさと希望指数（LHI（Local Hope Index））」である。福井県では、
早くから「地域の幸福度（QOC（Quality of Community））」に関する研究を進めており、
2009年3月にまとめられた報告書において同指標の活用を提言している。しかも福井県を
含む11県16
)
で、「ふるさと希望指数（LHI（Local Hope Index））」に関する共同研究プロ
ジェクトが立ち上げられており、大きな動きとなっている。ふるさと希望指数（LHI）と
は、現在幸せかどうかを測る「幸福度」の視点を超えて住民一人ひとりが将来に「希望」
を持って具体的な「行動」につなげていけるような生活実感を伴った新しい指標である。
東京大学社会科学研究所の玄田有史教授を中心とした「希望学」の考え方をベースに検
討が進められており、まとまり次第、全国に向けて発信する予定となっている。
　以上のように、都道府県・政令指定都市においても幸福度や幸福感を活用しようとす
る取組みが多数みられる。取り組み内容は自治体により様々だが、生活者の目線に立つ
など、これまでとは異なる視点で地域政策を見直す動きが広がっている。ただし、現時
点でみられる事例の多くは、あくまでも政策理念として幸福度の向上を掲げる段階から
脱し切れていない。いくつかの事例において政策目標の達成度を測る仕組みが検討され
ているが、多くは、個別の政策目標ごとに客観データに基づく成果指標が設けられており、
包括的な幸福度指標の活用は少ない。荒川区や熊本県などの一部の先進的な地方自治体
で幸福度の指標化に向けた検討が進められているが、こうした先駆的な取り組みの今後
の動向が注目されよう。
５．おわりに
　本稿では、幸福度指標を巡る各国政府の動向や、わが国政府・地方自治体等の動向を
サーベイした。各国政府・地方自治体ごとに温度差はあるものの、先駆的な事例では具
体的な調査段階まで進んでいるところがあるなど、取組み状況は思いのほか進展してい
る。
　しかし、政策評価指標として活用する上での課題は多い。そもそも幸福度という指標は、
学術的に明確な定義がないなど、理論的考え方や統計的方法論が十分に確立していない。
このため、幸福度指標の導入を目指している各国政府・地方自治体の担当者はそれぞれ
の創意工夫のもとで苦悩に満ちた検討を続けていることと推察される。実際には様々な
問題を抱えている可能性があることを自覚しながらも、個々の立場や制約の中で成果を
出すべく検討作業を押し進めている可能性が高い。
　本稿では、幸福度指標に関する政府・地方自治体等の取り組み状況を簡潔にサーベイ
したが、具体的な課題を抽出するには至っていない。政府・地方自治体の取組み実態や
その問題点を詳細に分析し、それぞれの取組みに共通する課題を見出すことは、政策評
福井県のほか、青森県、山形県、石川県、山梨県、長野県、奈良県、鳥取県、島根県、高知県、熊
本県が参加している
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価に幸福度指標の導入を検討する政府・地方自治体にとって役立つものと考えられる。
この点については今後の研究課題としたい。
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